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日本における裁判員制度の

導入の意義と展望

磁UJ大学法伊都准教授岡 田 悦典

日本ではj'司法制度改革が急激に進み，すでに終回でもおiられているように，裁

判員制度という国民が刑事裁判に参加する制度が，新しく導入されました。 2009

年にその実施が予定されていて，現在，その準備段階にあちます。司法制度改革の

3つの殺のーっとして，法律家，法学者だけでなく，多くのー殺の国民からこの制

度についての認心~集めています。私lま， 2005年秋からアメリカ・カリブオノレニア

チIHこで i年半ほどアメリカの刑事司法や結審制度について研究してきました。かの

地では，韓関の法律家たちと知り合う機会もあり，この日本の新しい動きに関心を

示していましたし，またアメリカの法学者や法律家からも日本の動向は注目されて

いるのな実感しました。韓国でふ刑事裁判に国災が参加する形態について議論さ

れ，結審制が導入されたと認いています。そこで，比較法的素材を提供するという

意味で，日本の裁判箆制度の導入の主主義と展望についてお話させていただくこと

は，何らかの窓l朱があるかと思いますし，大変に光栄と思っています。

ご存じの過ち，刑事裁判の国民参加の形態には，法律問y窪は裁判官，事実判断は

素人が判断する形態として， ::t (こ，英米法の諸際iで実施されている階寝制度，裁判

官と素人で裁判{本が構成される形態として，主に，ヨーロツパの大陸法系の諮問や

北欧諸国が実践している参審制度があちます。階審純度も，そのI'!!I々 によって若干

の遼いがありますし，参議制度についても，裁判官と参審員の構成比などで様々な

違いがあります。

日本では，かつて賠審制度がありましたc いわゆる続審法が 1923年に面会を通

過して， 1928年から 1943年までの閣に， 481件の結審裁判が行われました。しか

し，この結審法には，例えば，陪審の答申は裁判官を拘束しないこと，陪議員資格
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{ま一定額以上の税金会約めている 30歳以上の努t'l:に限られていたこと，有界判決

{こ対して控訴ができなかったこと，議求してi筏審裁判を行い有罪となった場合に被

告人は訴訟費用'e負担しなければならなかったことなど，様々な開題点がありまし

たこ i結審法は 1943年に停止されましたc 第二次位界大戦終了後，現行刑事訴訟法

が制定される過程で，結審制度の復活も議論されていました。しかし， I務審法は停

止されたまま，現夜{ニヨきっていますc そこで.今でも，裁判所法3条3項にで「刑

事について，別に法律で結審の制度会設けることを妨げないj と規定されていま

す。

しかし臼本では，路審議U導入論は議論されてきました。特に，職業裁判官による

刑事裁判への運用に対する批判の解決策として，その導入が主張されてきました。

日本では，刑事裁判においては，いわゆる捜査機関が作成した認設がたくさん公判

に提出され，公判における活発な尋問はあまり行われず，事災認定もこの調書合一利i

に認定されてきた側面があちます。このことは， もともと口頭主義を前提とする刑

事裁判の理念とは離れることになります。もっとも，第二次世主界大戦前の隠密法{こ

は様々な課題もあったのですが，陪審法は日本には根付かなかったという意見も主

張されてきましたc 議論が下手な日本人には結審制はなじまない， といった国民性

を理由とする主張がありました。

しかし， 20世紀米から可法制度改革の必要性が求められ，裁判員mU皮が導入さ
れました。これには 1990年代の日本経済の低迷，規制緩和，行政のスリム化，グ

ローパリゼーションへの対応なと，様々な安調が挙げられます。その流れの中で，

司法制度の強化が必要とされ，その-251として‘|支l民の可法参加が求められたので

す。 2001年に公表された司法制度改革審議会窓見書によると‘次のように提案さ

れましたc

「国民は，これまでの統治客{本意識に伴う国家への過度の依存体質から脱却し，

自らのうちに公共窓識を議成し，公共的事柄に対する能動的姿勢を強めていくこ

とが求められている。国民主権{こ基づく統治構造の…認を担う可法の分野におい

ても，国民が， f=l律性と支任感、を持ちつつ， }，よくその運用全般について，多様な

形で参加することが期待される c 国民が法曹とともに司法の運営に広〈関与ムする

ようになれば，司法と鴎民との接地而が太く広くなり，待j去に対する国民の理解

が進み，主立法ないし裁判の過程が国民に分かりやすくなる。その結果 e司法の国

民的基盤はより強固なものとして確立されることになるJl)
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兵体的には， 2004:f引こ刑事訴訟法が改正され，さらに新しく裁判員法が制定さ

れましたc その法制度のd潟'格:ふ次の巡りです。第一{こ，裁判長制度では，裁判長

6 名，実~学lirêr 3名の合議{本が構成されます合ただし，ゃいのない若手件で，検察官，

被告人・弁護人に異議がない場合{こは，裁判員 4名，裁判官 1名の合議体が燐成さ

れる可能性もあります。数字U良裁判には，対象犯採が設定され‘エ呉体的{こは，

殺人苦手 Of司法 199条)，強盗殺人・強盗致死海界 Of司法240条)，強盗強姦・強盗強姦

致死採(刑法 241条)などの，法定例に死JfU又は無期の諮役若しくは禁劉Jfせが定め

られている若手{午，ぐ忌俗芸写致死~ OfUit 205条)，危険運転致死罪(刑法208条の 2)

等の故意の犯銀行為により被害者~死亡させた苦手の若手件で，裁判所法で複数の絞殺j

震で取り扱うものとされている事件といった，重大犯罪に限られています。した

がって，対象犯採{こ裁判長裁判は限定されるとともに，アメリカの熔審制のよう

に，被告人には裁判員裁判か総菜裁判官による裁判かを選択する権利がありませ

ん。例年の統計念もとに換算すると，裁判員裁判は年間約 3000件と見積もられて

います。裁判員の役割jは，裁判官とともに脊鍔か無罪かの判断念し，千ま3詳の場合の

別のf遺言葉や還さの判断念しますっこの判断については，議判官との評議が開催さ

れ，設判官と同等の権限が裁判長各人{こは与えられています。評議は最終的には多

数決で決せられますc ただし裁判官だけの意見，あるいは裁判長だけの意見で

は，判決の内容を子決めることはできず， さらに少なくとも絞判官，裁判員各 1名以

上の賛成が，多数派には必要となっています。

このような制度{ふ一見すると，ヨーロッパ諮問で実践されている参議制に類似

した制度です令現災に，専門家である裁半U'erの絞殺に対して，新しい素人の感覚を

注入するといった裁判長の役割が期待され，裁判gと裁判員との協{動作業が期待さ

れています。このような専門家の経験とー絞の素人の感覚の両者令採用するという

ところが，参議制の長所と同じですc しかし例えば，アメリカ人にこの制度守説明

すると，裁半U'erが主導権喜子j怒って，結局委託将良はあまり役割を楽たさなくなるので

はないか， という質問を受けることがありますっそして，なぜ，陪審制を採用しな

いのかと貿関されるのです会こういった懸念は，日本の中でも確かに指檎されてい

て，評議のやり方などが議論されたりしています。また当該事件について，裁判官

が裁判員公判の前{こ事件ぞ鐙現するそ予続ミナ，裁判員を徐いて行う権限を持っていま

す。したがって，裁判官の所有する情報設に比べて，裁判箆が持つ情報澄は少なく

なり，その結果，その情報格差が裁判員の実質的活動を制約するのではないか， と

いった意見も出されていますc
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一:払裁判箆制度では，裁判長の選定過程において，賠w制に類似した手続を導
入しています。裁判民の有資格者は， 20歳以上の日本国民であり，無作為にここ

から裁判員候補者が抽出されます。そして，実際に裁判員選任手続では，まず，裁

判長から被告人や被答者と関係がないかとうか，不公平な裁判をするおそれがない

かどうか，辞退希望があるかどうかなど，各々が質問を受けます。そしてさらに検

察側，弁護側双方が， 4人まで理由主ナ示さずに忌避すべきことを指名することがで

きます。 したがって，事件ごとに裁判長は無作為{こ抽出され，陪審選任手続のよう

に，両当事者から無条件忌避が府怒されていて，選ばれた裁判員は当該事件につい

てのみ参加しますっ参審制ぞ採用している多くの器々では，参審員の選任について

は任販制を採用しています。この点で参管制と裁判員制度とは呉なります。した

がって，裁判長制度は，陪審制の婆素と参審制の要素をあわせもった，独特の制度

であると評{illiすることができるでしょう。

このような選任手続を採用したのは，広く i主!民からの参加を了促すためというのが

最大の理由ですG そこに裁判員制度の公正さを損保しようとしたわけです。しか

し、ほとんど裁判に参加したことがない，裁判についてあまり知らない一般の悶民

カリ，&;判所にやってきて，一つの事件についてのみ参加し，そして裁判官と協働して

いくわけです。長<[.夜祭制の歴史念持つアメワカですら、陪審良の理解能力の不十

分さが課題として挙げられています。日本では，裁判長が，さらに裁判官と問じ権

限な持って対等に評議することが求められているわけですから，制度構造 i二，高い

告を力が一般のi翠民{こはi関与されていて，成功するためには高いハード、/レが諜せられ

ていることをナ認識する必姿があるでしょう。

日本では， この新しい裁判良市j皮についてどのように運営'していくのか，その具

体的方策について試みられています。一つは，従来のような調書に!被るだけではな

くて，冒頭諜述や論告・弁論をより活発にわかりやすくプレゼンテーションする手

法や，わかりにくい法廷用語喜子簡明にするための研究などが行われていますc この

ような試みは，裁判員制度の導入の効果として期待されるものです。ただし，日本

の国民はまだまだ裁判員制度について十分に理解をしていないのが現状ですっ 2005

年 2月に行われた内閣府の調査では， 51.1%が裁判員制度{こ関心を持っていると答

えていますが，同時に約 70%が裁判員として刑事裁判に参加したくはないとも答

えています2)。荘、のグ、/レーブ。が行った 20例年 11月の誠王までも開様です。例えば，

f裁判員として積極的に参加したいj と考えている人は， iそう足、うj と「ややそう

思うjを合わせると 39<)'hにとどまり， rそうは忠、わないJ，rあるいはあまりそうは
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足、わないj と答えた人は合わせて 42%でしたむ関心があるが，実際{こ参加すると

なると別であるという怠識が依然としてあるようです3)。

このような消極的な日本人の姿勢;ふむしろこれまで歴史がなかったということ

からしても，当然の反応なのかもしれません。法律で決まったからといって，それ

でみんなが是非やります， というような反応を示すのであれば，それはそれで，

少々不自然だとも思えます。しかし，そうだとしても，そのままにして今後の方策

合検討しないで布いてよいのかというと，そういう問題でもないでしょう。むし

ろ， どこに課題があるのかを認査することが有益であると思われます。私たちの

2004年の調査では，潟民が裁判員制度に参加するための課題として向があるか，

日夜臼を挙げて， 3つ選{ませるという調査そしたところ，而白い結果が現れまし

たっ工会主ミーなど職場の理解喜子向上させ，休11段・休業制度~普及させること，交通

知が来てもすぐには行けないので，ある稼皮の期間泌に裁判員になる協の通知念し

てもらうこと，事裁判の期間-i'短縮させること，といった項目{ふおよそ 3分の

lの人が談窓として掲げていますーっ篠かに験場環境を整えることは，現在，裁'r-IJ所

がかなり意識的に認さ妥しているところで，緊急の探題と言えるでしょう c しかし，

調査主によれば，これらは第二グルーブに属し，諜怒として掲げている第一グルーブ

は，事学校教育や生法学習の場において，刑事裁判制度の学習を充実すること，

~)主主将異に選ばれた人に対する寝泊研修の機会合確保すること，でしたりc これ

らは，いずれも過半数以上の人が課題として掲げているわけですc こうした傾向

は，アメリカ合衆国とは途いますc アメリカの先ほど紹介した調査によると，陪審

員候補の通知{こ応じないのは，経済的な潔1I1や公判の待ち5寺院が長いといった理由

が，参加への消極的な現出の仁tで多いのが現実ですc また，アメリカでは，国難住

を現出とする陪審員の免徐 (excuse)の上位3つが，経済的環境を理由とする場合

(36%)，不都合 (disalフilitりな理由とする場合 (2守%)， そして育克のケアミナ怒f:l3と

する場合 (22%) と23われていますめっこれに対し，日本では，経済的な}壁崩より

は，むしろ法律の専門性{こ対する不安ということが大きな消機的安閑になっていま

す。災際に，事実認定を行うのが主な仕事だから，参加すること自体さほど難しく

ないのだと，夜、がー殺の人々に説明しでも，いやそういうことではない， もっと根

本的なところに不安があって，まずはよく制度について知りたいのだとおっしゃる

人がいたことは， とても印象深い経験でした私たちの 2004年の誠資の中で，法

律知識の欠如が不安であると毘答している人は，約 75%にも上っています6)。

そこで， 2006年 l月にさらに遺跡電話調査を， 300人を対象{こ予定京で行いまし
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たむこのE局窓では，工/あなたは，裁判長として公正に判段rrできる方法を十分に

7、I1っていると思いますか，立{あなたは，法廷のやりとりや証拠令ト分に理解でき

ると思いますか，者あなたは，裁判員の役;認や可法制度について鈎単{ニ知ること

ができますか， という 3つの弦間をはい，いいえで答えてもらいました。その結

果，公正に判断するすべを知っているという質問そ否定した人が約 750/0，法廷の

やりとりや誌拠について十分に理解できると思うかという質問に，いし、えと答えた

割合は約半数，そして，裁判長の役割は司法制度についてf長J単に知ることができる

かという質問に，し、いえと答えた割合も約半数でしたc この割合は，会般的{こ，ア

メリカでの裁交と比較すると{ほし可法制度の，mUj<i;への不安の火きさを示していま

す。一方，この議査では，裁判員{こなったら法律家は自分たちを琢議してくれると

思うかとうかという質問についても識変しましたっ裁判官が自分たちの意見を開い

てくれると思うと答えたのは，約半数でしかありませんでした。また，検察1ぎや弁

護人が自分たちを尊重してくれると忠、うと答えた割合は，約 40(}b弱でした。この

結果もアメリカの調査と比較するとかなり{ぽいと設えますi)c

裁判員総度が十分に機能するかどうかについては，様々な諜題がありますご{可カ

月も国民主?裁'jeU(こくぎ付けにすることはできませんG ですので，集中的な審理念実

現するための方策が検討されていますハまた，五立大事件で;長itilの裁判が予想、される

渇合には，複数の訴協が起訴されている同一被告人の*i'l二で、は，公判を分けて，そ

れぞれの訴[:&1について部分的に判決なして， il立後にまとめて量刑伝言い渡す制度も

導入されました。 また，仁f"でも，殺判践が如何に災質的に評議{こ参加できるのか

が， lil大の言iii選となっていますc

しかし調査結果によれば，多くの回答者が，公正に判断するすべ，そして司法

制度や裁判長の役割についての理解に不安を示しています。また， それを子学ぶ可能

性についても，否定的ですc 公正な裁判主体を構成するために，自民参加への関心

を高めることは重要ですが，さらに，基本的な知識や裁判良の役割iを子学ぶ機会を提

供することは，今後，具体的に重要となっていくでしょう。

また確かに，様々な理出から裁判員制度の意義を理解している国民も多いと盟、い

ます。しかし，多数はなお，法留が裁判長喜子尊重してくれるかどうかについて懐疑

的ですc これは，日本では，司法制度や法草ぎがなお由民から迷い存在であることを

示唆しているように怒います。もともと，裁判員制度の導入は，隠!民から司法・が速

い存在にあったことを解消するために導入されたものです。したがって，その民的

を達成するためにも，専門家が裁判員を如何{こ尊重し， i湾総的であまり関心のない
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裁判民主了受け入れることができるのかが，重要な談窓と言えるでしょう。これまで

の典型的な刑事裁判によれば，大没の文書が裁判所に持ち込まれていましたc しか

し，そのような姿は，変更を余儀なくされざるを得ないし，またそうでなければ，

裁判員全真に尊重していくことに繋がらないでしょう。裁判官や弁護人，検察官

{ま，司法と国民との距離を?認識する必要があちますし，法律専門家は，裁判長が可

法参加の何に不安を抱いているのか，認識する必要があるでしょう。釈しい裁判長

制度は，法律専門家の裁判長{こT.fする態度郊俗にかかっているとも言えるのではな

いでしょうかc
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